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1-1 メディア

ニューノーマル時代におけるデジタル
サービスの利用状況の変化とこれから

高木 史朗 ●ニールセン デジタル株式会社 シニアアナリスト
馬 平川 ●ニールセン デジタル株式会社 アナリスト

COVID-19の影響で一変した生活のあり方が、新しいデジタルサービ
スの利用を生み出し、常態化させている。企業は、ニューノーマルを共
に歩む消費者の変化を随時把握し、寄り添っていくことが重要である。

　2020年は特異な年である。新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）により、多くの消費者はこ
れまでと違う日常を送ることを強いられている。
テレワークなどの新常態が推奨されているなか、
メディアの消費動向が大きく変わりつつある。こ
こでは、最初の緊急事態宣言が発令された4月を
中心に、日常生活のあらゆる面で現れたメディア
消費の変化について見ていく。

■「ステイホーム」中のPC利用は、特に
若年層で増加
　スマートフォンの普及により、ここ数年、ス
マートフォンからのインターネット利用時間が増
加しているのに対し、PCからの利用時間は徐々
に減少していたが、在宅時間が増えたことによっ
て、2020年4月の1日あたりのPCからのインター
ネット総利用時間は、3月と比べて全年代で増加
した（資料1-1-9）。ステイホームによって、移動
中や隙間時間にコンテンツを消費する時間が減少
し、自宅で大きな画面でじっくりとコンテンツを
視聴する時間が増えたことが要因と推測される。
また、各年代に注目すると、特に若年層における
PCからの利用時間が大幅に増えたことから、若

い年齢ほど環境の変化によって生活様式が変化
し、利用するデバイスも影響を受けやすいと考え
られる。

■「投稿動画」視聴時間が大幅増加
　デバイス利用の変化に加えて、各種サービス
の利用状況の変化に注目すると、ニュースや動画
サービスで利用時間が大きく増えていた。その中
でも投稿型動画サービスの利用状況が大きく変化
した。
　YouTubeなどの投稿型動画サービスでは、2020
年3～4月の1人あたりの月間平均利用時間は、1～
2月平均と比べて約1時間増加していた。年代別
に見ると若年層での増加が目立っており、月に2
時間40分以上も増加していた（資料1-1-10）。投
稿型動画サービスのほか、定額制動画サービスの
利用も増加したことから、休校や在宅勤務などに
よって増えた自宅での自由時間を、エンターテイ
ンメントコンテンツを視聴する時間に費やす消費
者が多くなっていたことがわかる。また、スマー
トフォンやPCだけでなくテレビからも視聴され
ており、ステイホーム中に家族と一緒にコンテン
ツや番組を視聴していた様子もうかがえる。
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資料1-1-9　1日あたりのPCからのインターネット総利用時間（年代別、2020年3月と4月の比較）

出典：ニールセン デジタルコンテンツ視聴率、Monthly Total レポート、2020年3～4月

資料1-1-10　「投稿動画」アプリの1人あたりの月間平均利用時間（2019年と2020年の1～2月と3～4月の比較）

出典：ニールセン モバイルネットビュー「アプリからの利用」

■音声ストリーミングサービスは日中の
利用時間シェアが増加
　動画サービスのほかに、radikoやSpotifyのよ
うに広告付きの音声ストリーミングサービスの利

用状況を見ると、利用が増加する時間帯に変化が
起きている。2019年7月のデータでは、朝の8時
と夕方の5時に利用が急上昇していたが、2020年
7月時点では、特定時間に利用が増加することな
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く、朝の8時から夕方の6時まで継続的に利用さ
れるようになっていた（資料1-1-11）。在宅勤務
が定常化しつつあるなか、就業環境がオフィスか
ら自宅などのプライベートな空間に変わったこと
によって、一部の消費者においてはオーディオ・
ストリーミングサービスを利用しながら仕事をす
るという、新しい利用シーンが創出されているこ
とが考えられる。

■自宅食事の頻度増加によるレシピサー
ビスの活性化
　COVID-19は人々の食生活にも大きな影響を与
えた。緊急事態宣言下ではもちろん、解除されて
からも外食を控える人が増えたことで、テイク
アウト、デリバリーサービスの利用や自宅での食
事の頻度が増加した。メディア消費の変化として
は、自宅で料理する機会の増加によって料理レシ
ピの需要が高まり、レシピサービスを利用する消
費者が実際に増えていた。また、性別・年齢別で
見ると、女性では若年層から高年層まで利用者が
増え、男性全体でも増加していた（資料1-1-12）。
自宅で食事をする頻度が増えたことから、これま
であまりレシピサービスを利用していなかった属
性グループもインターネットでレシピサービスを
利用するようになり、ウェブサービスの利用に新
しい習慣が生まれてきた。

■人と人がつながる場所の多様化
　日常生活に関わるサービス以外に、人とのコ
ミュニケーションにおいてもCOVID-19の影響は
大きい。感染拡大を抑えるために対面でのコミュ
ニケーションを避けるようになった結果、仕事や
学業の面でもデジタル化が大きく進んだ。特に全
国一斉休校となった2020年3月頃から、オンラ
イン授業を開始した学校や、テレワークを推進し
始めた企業も増加した。オンライン会議システム

の1つであるZoomの利用者数を見ると、3月か
ら徐々に利用者が増えはじめ、4月に入って大き
く利用者数が増加していた（資料1-1-13）。注目
すべきは、学生やテレワークの影響がありそうな
年齢層だけでなく、男女共にすべての年代で利用
が増加したという点である。学業や仕事のために
使用した人も多いだろうが、プライベートな時間
に友人と会うためオンライン飲み会を実施するた
めなど、さまざまな利用目的で使用された様子が
うかがえる。
　こうしたオンライン会議システムの活用は個
人間に限らず、オンラインイベントを開催するな
ど、企業が消費者との関係性を深める手段として
も活用され始めている。遠距離でも大人数でも参
加できるため、今後COVID-19が収束したタイミ
ングにおいても、活用が進んでいく可能性は高い
だろう。
　ここまで見てきたように、COVID-19の影響に
より人々のメディア消費、デジタルの活用は大
きく変化した。第2波、第3波が訪れ、まだまだ
終息まで時間がかかる様相を呈しているが、マー
ケターにとって重要な点は、COVID-19と共に生
活する時間が長くなるにつれて、影響を受ける前
の状態に戻りつつある行動と、今後もしばらく継
続することが予想される行動を整理することで
ある。特に、ニューノーマルの消費者とコミュニ
ケーションを取っていく上では、「今後もしばら
く継続すると考えられる変化」を正確に理解する
ことが重要になる。これ以降では、特徴的な3つ
の変化について考えてみる。

■オンラインでの商品の検討の増加
　オンラインで検討してから実店舗で購入す
るという行動は、すでに広く浸透しているが、
COVID-19の影響によりさらに拡大すると考えら
れる。最初の緊急事態宣言が5月に解除されたあ
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資料1-1-11　無料音声ストリーミングサービスの利用時間シェア（時間帯別）

出典：ニールセン モバイルネットビュー「アプリからの利用」

資料1-1-12　レシピサービスの利用者数の推移（2020年3月基準の割合、性別・年齢別）

出典：ニールセン デジタルコンテンツ視聴率、Monthly Total レポート、トータルデジタル、2020年3～5月

と、実店舗へ行く機会も増えたが、依然として、
感染を避けるために実店舗で購入する場合でもな
るべく滞在時間を減らしたいと考える消費者は多
かったようだ。そのため結果的に、実店舗に行く

前にできる限り商品についてオンラインで検討す
る機会は増えたと考えられる。実際に、2019年
と比べて、オンラインで検討してから実店舗で購
入する人の割合は増加している（資料1-1-14）。
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資料1-1-13　Zoom利用者数の推移（2020年1～4月）

出典：ニールセン デジタルコンテンツ視聴率、トータルデジタル、2020年1～4月

資料1-1-14　オンラインで検討後に店舗で購入した人の割合（商品カテゴリー別、2019年9月と2020年9月の比較）

出典：ニールセン デジタル・コンシューマー・データベース 2020、2020年9月

　こうした変化は、単純にオンラインでの検討が
増えるという量的な変化だけではなく、検討する
メディアやコンテンツなどの質的な変化にも現れ
ている。たとえば、実店舗で使用感を確認してか

ら購入することが多い化粧品などは、感染防止の
ためにテスターが使用できなくなった。以前から
オンラインでも検討していた人も含めて、使用感
を知るために利用者が使用感を紹介している動
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画コンテンツを確認する機会が増える、といった
ケースもあるだろう。自社サイトでの購入につな
げるチャンスとしてもとらえられるため、ニュー
ノーマルの消費者のカスタマージャーニーを量
的・質的の両面で正確に把握して、デジタル上で
のコミュニケーションの改善を図っていく必要が
ある。

■平日日中の新しいメディア消費
　2020年の9月時点でも、継続してテレワーク
を週3日以上実施しているという人は、勤務者の
うち約20％にも上る。テレワークでも業務に支
障が出ないケースや、今までよりも効率的になっ
たというケースもあり、加えて今後も希望者には
テレワークを推奨するという企業も出てきてい
る。そのため、COVID-19が終息してもテレワー
クを継続していく人は多いだろう。このようなテ
レワーカーの増加に伴い、マーケターとしては勤
務中のメディア消費の変化について正しく把握す
る必要がある。
　テレワークにより通勤がなくなり、プライベー
ト空間で働くようになることで、今までは隙間時
間にスマートフォンでメディア消費していたも
のが、まとまった時間にさまざまなデバイスで自
由に（周囲に気を使うことなく）メディアを消費
できるようになった。実際テレワーカーは、勤務
中や休憩中に、テレビコンテンツを視聴したり、
SNSを利用したり、音楽を聴いたりしている（資
料1-1-15）。このように、新たに生まれた生活習
慣を持つ消費者とコミュニケーションを取るため
に、特にリアルタイムのテレビやラジオへの広告
出稿においては、平日の昼間には在宅勤務者を考
慮に入れた上でメディアプランを立案するなどの
対応が必要と言える。

■情報の信頼度低下への対応
　COVID-19の影響により、SNS上でさまざまな
フェイクニュースが広まり、デジタル上の口コミ
情報に対する意識が変わった人も多いだろう。実
際に2019年と比較して、インターネット上の消
費者の口コミに対する信頼度は低下している（資
料1-1-16）。年代別に見ると、若年層では大きな
変化は見られなかったが、高齢層で信頼度が低下
していた。近年、SNSのユーザー増加は高齢層が
牽引しており、新規ユーザーが多い高齢層の中に
は、口コミ情報の真偽を判断する知見が十分でな
い人も多く、結果的にCOVID-19関連のフェイク
ニュースの影響が大きく出たと考えられる。
　マーケターとしては、情報に対する信頼度の変
化を受けて、消費者とコミュニケーションを取る
際にはターゲットの信頼度の高いメディアを選定
したり、誤解が生じにくいメッセージ内容にした
りする、などの注意が必要である。特に信頼度の
高いブランドサイトなどを通じた積極的な情報発
信が重要になる。
　2020年はCOVID-19の影響により消費者の行
動が大きく変化した。ブランドにとってこうした
変化は、業績などのさまざまな面にマイナスの影
響を与えることもあるだろう。一方でニューノー
マルによりデジタル化が加速されたことで、消費
者とコミュニケーションを取ることのできる新た
な場所、チャンスも生まれている。こうした変化
を正確に把握した上で、未来に対して不安を抱い
ている消費者に寄り添い、ブランドとして社会に
貢献できることを適切に伝えていくことが、ウィ
ズコロナ・アフターコロナの社会において成長し
ていくための鍵になるだろう。

48 第1部 産業動向

インターネット白書／©1996-2021 Impress R&D



1

2

3

4

5

資料1-1-15　在宅勤務・休憩中のメディア消費状況

出典：ニールセン デジタル・コンシューマー・データベース 2020、2020年9月

資料1-1-16　情報・広告の信頼度（4種類のメディアを比較）

出典：ニールセン デジタル・コンシューマー・データベース 2020、2020年9月
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